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国保水俣市立総合医療センター 

 
 病床数：３６１床 
 スタッフ：約６５０人 
 外来患者数：約２０万人/年 
 入院患者数：約１０万人/年 
 患者数の約２割は県外から 
  
 地域医療の最後の砦として救急医療を担 
 いつつも、地域のかかりつけ病院として 
 の役割も大きく市民からの期待も大きい。 
 



水俣市 

宮崎県 

鹿児島県 

熊本県 

福岡県 

大分県 
長崎県 

佐賀県 
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水俣市の 今 
面積 １６３平方㌔ 

人口 約２３，９００人 

世帯 約１１，５００世帯 

高齢化率 約３７％ 
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 源流から河口まで1つの水系 

单
北
１
３

.８
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水俣の地形の個性  ～不知火海～ 

東西２２.４ｋｍ  
鹿児島県出水市 

鹿児島県伊佐市 
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山林７５％  人工林率９５％  



海に面した湯の児温泉街 6 



恋路島をシルエットに不知火海に沈む夕日 7 



水俣湾に育った豊かな海草と魚たち 
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中山間地に広がる棚田 
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山間部に広がる茶園 
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１９５０年代のチッソ水俣工場 
高度経済成長 
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水俣は日本の発展をギュッと縮めたようなところ 

水俣の個性  
歴史:水俣の明治百年は､日本の工業都市化の縮図 

日本窒素肥料株式会社が進出 

 1908年（明治41年） 

高度経済成長期 

1950～60年代 

水俣病の公式確認 

1956年（昭和31年）5月1日 
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環境破壊 
誹謗中傷 
風評被害 
差別偏見 
 

地域のつながり崩壊 
親兄弟 親戚同士の大切なつながり 
コミュニティまでも崩壊 

加害企業・関連企業 
生活を依存する市民 
加害企業倒産の恐れ 

水俣病患者 支援者 

 被害者への差別・偏見 
   ・水俣病＝伝染病？奇病？ 
      
 
 市民・地域への影響 
• 水俣の産物が売れない 観光客が来
ない 就職を断られる  

• 婚約は破棄される 水俣出身と言え
ない 

 

水俣はチッソとともに成長そして水俣病が起きたまち 

加害者と被害者が同居 

13 



公害防止事業 

1977（昭和52）～1990年（平成2） 

485億円の費用と13年間の歳月を費やして・・・ 

水俣湾に堆積する水銀ヘドロを浚渫・埋立 
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環境再生への取組み 

水俣湾に
珊瑚が
蘇った 

豊かな海藻や 
稚魚が育つ 

水俣湾 

工事期間：１９７７年~１９９０年（１３年間） 
総事業費：４８５億円 

①水俣病資料館 
②水俣病情報センター 
③環境センター 

２０１８年に水俣病資
料館、エコパーク水俣
がミシュラン・グリーンガ
イドに掲載 
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価値の転換 
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平成４年（１９９２年） 

水俣市議会は   

「環境・健康・福祉を大切にするまちづくり」を宣言 

水俣市は     

「環境モデル都市づくり」を宣言 



 平成２３年  日本の「環境首都」称号獲得 

 平成６年  もやい直し 

 平成４年  日本で初めて「環境モデル都市づくり」宣言 

産業公害の体験を人類への警鐘とするため 
水俣病のような不幸な公害を二度と繰り返さないため 
今後進むべき水俣市民の行動指針として 

水俣病の発生により分断された地域社会、失われた人と人との絆や地域コ
ミュニティの再構築を図る取組み 

市民協働によるごみの２４分別、環境ISO、環境マイスター、 エコショッ
プ制度等の市民参加の先進的取組が認められ、日本で唯一「環境首都」の称
号を獲得。 

 平成２０年  環境モデル都市に認定 
国の環境モデル都市（全国13都市）に認定 

20 



環境再生は進んだが 
 

地域全体を元気にする 
 

次のステップが必要 
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 平成２２年度  みなまた環境まちづくり研究会 

 平成２３年度  みなまた環境まちづくり推進事業 

 平成２４年度～  「環境首都水俣」創造事業 

平成24年4月～ 

環境首都水俣創造事業開始。上記報告書に係る事業等の実施を目的。 

平成22年10月 
水俣市「みなまた環境まちづくり研究会」（座長：大西隆東京大学大学院教授：現日本
学術会議会長）発足 

平成23年3月  
「みなまた環境まちづくり研究会報告書」（市民への専門家による参考書） 

平成23年9月  
水俣市「環境まちづくり推進事業合同会議/円卓会議」の発足。市民・行政・専門家協
働の会議。市民も参加した徹底した現状分析とそれに基づく戦略づくり。 

地域経済循環分析（既存統計と独自調査「水俣の産業を元気にする

ための基礎調査」等） 
その他調査（観光資源棚卸し、大学アンケート、外来受診者アンケート等） 

平成24年3月 
「平成23年度水俣市環境まちづくり推進事業概要報告書」 
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なぜ「地域経済循環分析」を行ったか 
経済再生のために知りたかったこと 

水俣市の経済は、チッソ㈱（現ＪＮＣ株）が牽引してきた
が、現在の市の経済の状況はどうか？やっぱりＪＮＣが
牽引しているのだろうか？ 

  
 「環境で飯が食えるか」という声があるが本当に食える
のか？ 

 
商店街の売上が減っているがその原因は何か？ 
 
金融機関は資金需要がないというが本当なのか？ etc. 
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水俣市の経済の実態を明らかにするため、人、物、金の
動きを調べて分析してみた。 

 
企業城下町と言われる水俣市では、産業分類としてＪＮ
Ｃグループを特別に化学産業から切り分け、地域におけ
る位置を調べてみた。 

 

地域経済循環分析（＝自分たちのまちの健康診断）の実施 

「地域経済循環分析」で何を調べたか 
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診断の結果わかったこと・・・・ 
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ＪＮＣ 

(チッソ） 
17.6% 

医療・保

健・社会保

障・介護 

15.6% 

商業 

6.3% 
JNC以外

の製造業 

18.5% 

その他 

42.1% 

ＪＮＣ 

(チッソ） 
7.9% 

医療・保

健・社会保

障・介護 

25.7% 

商業 

9.6% 
JNC以外

の製造業 

11.6% 

その他 

45.2% 

 水俣市で最大の産業は、地域の中核企業であるＪＮＣグループであり、その生産
額は①の円のように全体の17.6%。 

 また、②の円のようにＪＮＣグループ以外の製造業も生産額の約2割を占め、次の
柱となることが期待される。 

 一方、雇用者所得（給与や賃金の支払い）で見れば③の円のように医療・福祉を
合わせるとＪＮＣグループを大きく上回っている。 
 

 【診断１】  生産額はＪＮＣ、雇用所得は医療・福祉が大きい 

ＪＮＣ（チッソ）：JNC(水俣事業所）、および関連企業 

※雇用者所得：有給役員、常用労働者、臨時・日雇労働者の労働
の報酬として支払われる所得（賃金・俸給、社会保険料雇用主負
担、その他の給与及び手当） 

※生産額とは一定期間（ここでは、平成17年）に市
内に所在する事業所の生産活動によって生み出さ
れた財・サービスの総額 

水俣市の産業別雇用者所得の構成比 水俣市の産業部門生産額の構成比 

① 

② 
③ 
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[分類名] 

[分類名] 

[分類名] 

 地域の中核企業であるＪＮＣは原材料のほとんどを市外から調達し、製品のほとんどを市外に移輸
出している。設備投資の一部と運輸等のサービスを市内に発注する他は、市内他産業との取引は
少ない。 

 そうした傾向は、企業城下町の中でも化学産業などの素材型産業に多く見られ、市内との取引が
比較的多い加工組立型産業との違いである。 
 
 
 

化学産業の取引の特徴 

原材料はほとんど市外から 

運輸・商業・対事業所サービ
ス等は、一部市内企業を利用 完成した製品もほとんど 

市外へ 

従業員の給与の一部
は市内へ 

 【診断２】  ＪＮＣは市内他産業との取引は少ない 

設備投資の約5割は市内企業
に発注 
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【診断３】 消貹 市外へ消貹が流出している 

  

水俣市中心部
49.9億円減少

出水市のロードサイド店集積地
84.8億円増加

出水市中心部
79.1億円減少

隣接する鹿児島県出水市にロードサイド店が集積して以降、市内中心市街地の売
上額が10年間で約５０億円減少し、消貹が域外に流出している。 

出所：水俣市「平成２３年度環境まちづくり推進事業概要報告書」 

出水市 

水俣市 

車で２０分 

水俣市の小売業年間商品販売額（億円）の変化量（H19-H9） 
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【診断４】 域際収支 エネルギー代金が流出している 
ＪＮＣグループと医療（保健衛生・社会事業）、電気機械等が市外からマネーを稼
いでいる。 

一方、エネルギーへの支払いで約40億円（地域内総生産の約6％）が市外に流出。 
市外にマネーが流出している産業は、市内のビジネスチャンスになりうる。 

単位：億円 

出所：平成17年度水俣市産業連関分析を時点修正し作成 

（注）市外で稼いでいる産業とは純移輸出額から、純移輸入額を差し引いた純移輸出額がプラスである産業のことである。 

水俣市の産業別純移輸出額 
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市内の供給体制が整っていない≒ビジネスチャンス 



【診断５】 投資が市外に流出している 

水俣市内の地域金融機関へのヒアリングによれば、市内の預金額1000億円以上
※に対し、市内への貸出にまわる割合（預貸率）は、２～3割と県全体（60%程
度）に比べても非常に低い。 

市内の貯蓄が市外への投資や国債等に流出している。 

  ※平成23年当時。人口減少とともに、預金自体が大都市に流出している可能性がある。 

地元金融機関 
 

市民 預金残高 
1000億円以上 

市内企業 

国債・市外への投資等 

７割以上 
市外へ流出 

預貸率 
２～３割 

預金 

県内全体では
平均６割 
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地域経済循環分析から分かったこと（まとめ） 

企業など 
 

ＪＮＣ 
 

医療 
福祉 

 
その他 

水俣市 

市民 
所
得 

金・顧客 

市内へ 

消費 

貸出・投資 
預金の2～3割 

貸出投資流出 
国債購入 

消費流出 
近隣商業施設 

資金流出 
エネルギー代金 

金・顧客 

金・顧客 

市内 
金融機関 

預金 

金 
金 
 
人 

金 

域内総生産714億円
（2010年） 

域際収支252億円赤字 
エネルギー代金40億円赤字 

休日の5割 7～8割 

雇用者所得 
393億円 
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では どうする・・・・ 

32 



地域に埋もれた「あるもの」を掘り起こし、域外から所得を稼ぐ 

地域外からの 
所得の獲得 

出所：日本経済新聞 らいふプラスー風景まるごと博物館
2013年5月29日 

出所：九州旅ネット 

出所：体験くまなび 

出所：日本経済新聞 らいふプラスー風景まるごと博物館
2013年5月29日 

出所：イナワラコム 

棚田、水源林 食材 生活 

棚田のあかり 村丸ごと生活博物館 

地域外から資金を獲
得できる（商品を売
る、交流人口を増や
すなど）もの、産業
の育成 

若者、バカ者、よそ
者の視点で、新たな
視点や切り口での地
域にあるものの掘り
起こし 

 利用価値がないとされてきた「もの」 

 今では埋もれてしまった昔からの地域の知恵や技、経験 

 地域住民自身が当り前と思っている普段の生活、食など 

地域に眠っている「もの」 

掘り起こされた「もの」 

地域外から資金を獲得できる「もの」 

2階 

1階 

地下 
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対策１ 強みのある産業・企業を育てる施策(生産） 

 企業連携による環境関連産業の促進→産業クラスターの形成 

市内中小企業の連携を促進し、販路拡大、生産拡大を 

 図っている。 

 企業間の取引を促進するガイドブックの作成 

 環境展示会への出展支援 

 知財交流会の実施 

 

将来的には強みのある環境産業、医療福祉関連 

 の産業クラスターの形成を促進していく。 
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対策２ 市内の消貹を増やす施策 

商店街の魅力向上のため、商店街情報誌の作成、コミュニティバス利用者に商店街のポイン

トを付与等、買い物した荷物を宅配する実証実験を実施。 

中心市街地を活性化し、市外への消貹流出の抑制と市外からの流入客の誘致を図る。 

 

 中心市街地活性化と公共交通機関の利用促進 

肥薩おれんじ鉄道等の駅の改修、コミュニティバスの路線見直しや増便、乗り合いタクシー

の利用促進等により中心市街地への来街者数を増やす。 

公共交通の利用により中心市街地の滞留時間が増え、消貹の拡大効果が期待される。 

 

平成２５年に導入した観光列車「おれんじ食堂」による低炭素型観光を推進 
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水俣への交流人口を増加させ、地域の経済活性化につなげるため 
「水俣市」と「肥薩おれんじ鉄道」が連携して水俣駅舎を改修 



肥薩おれんじ鉄道 水俣駅舎内部 



観光物産館 鶴の屋 
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観光物産館 鶴の屋 
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湯の鶴温泉センター ほたるの湯 
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地下水と温泉の排熱を利用した 
熱交換（ヒートポンプ）システム 
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熱交換システムによる床暖房 （物産販売フロア） 
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肥薩おれんじ鉄道の売上推移 宿泊観光客数の推移 
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人

湯の児 湯の鶴

観光客の増加と肥薩おれんじ鉄道の売り上げ（乗客）増加 

千円 

平成 
25年 

平成 
２３年 

平成 
24年 

平成 
23年 

平成 
26年 
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対策３ 地域の投資を促進する施策（投資） 
 環境金融商品の開発 

水俣市と市内の金融機関３行と熊本
県信用保証協会は、「環境と経済が一
体となった持続可能な発展の実現」に
関する協定を締結。 
 

市内の投資を促進し、低炭素化を
図るため、平成25年度から3年間を
期間として、地元中小企業を対象
に環境関連の融資の保証料全額と3
年分の利子を全額補給する、全国
でもトップレベルの水準の「みな
またグリーン」を開始。 
 

「みなまたグリーン」は、平成25
年度と26年度で約2億1500万円の
投資促進効果があった。 
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地域金融機関と協定を締結 

水俣市と市内の金融機関３行と熊本県信用保証協会は、「環境と経済が一体
となった持続可能な発展の実現」に関する協定を締結。 

地域密着型金融の促進を図っていく。 
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対策４ エネルギー収支を改善する施策(域際収支） 

 ソーラー発電事業 

 市内各所に太陽光パネルを設置し
て、大規模な太陽光発電を行い、
産業団地をゼロカーボン化する。 

「住民参加型による低炭素都市形成計画策定モデル事業」 

798
540

306

886
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523
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3,783

2,872

0
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2,000
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3,000

3,500

4,000

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

家庭部門 業務部門 産業部門 BAU

 エネルギー特会予算を活用して省エネ
の計算を行った。 

 省エネを実施すれば２０１５年には２０１
２年と比べて、約半分近いエネルギーの
削減が期待できることがわかった。 

 再エネも必要だが省エネを実施すること
も重要。 

 

ＪＮＣによる 
メガソーラー発電 

（水銀沈殿プール埋立跡） 
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水俣市の社会減の推移 
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 水俣市では、因果関係は丌明であるが、まちづくりのビジョンが明確で、それに
基づく施策が集中投下された時期に、人口の社会減が緩和している。 

熊本県人口動態統計より作成 

人
口
流
出
が
大
き
い 

ビジョンに基づく
施策を集中実施 

ビジョン
の作成 この時期流入

人口が増加 

「もやい直し」本格化、農村振興や
水俣エコタウン事業など実施 

※水俣市では、毎年3月に高校生の進学・就職等によって、大幅に人口流出が起きる。それを緩和する流入人口の増加が課題。 



戦略実施の効果【マクロ経済】 

付加価値額(産業合計) 付加価値額(第1次、2次、3次産業別) 
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2010 2015

２次産業拡大の影響が大きい 

施策の集中投下によ
る設備投資等 

•施策の実施との因果関係は丌明であるが、水俣市の付加価値額は着実

に伸びた。 

• 2010年と2015年の付加価値額を比較すると増加しており、第2次産業、

第3次産業の付加価値額が増加している。 
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観光物産館「鶴の屋」の開設
等、観光客誘致施策の実施 
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水俣市 熊本県 

戦略実施の効果【マクロ経済】 

従業者１人当たり付加価値額(労働生産性) 

出所：「地域経済循環分析用データ」「国勢調査」より作成 

観光物産館「鶴の屋」の開設
等、観光客誘致施策の実施 

注）GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。 

• 全産業の労働生産性をみると、2010年から2015年にかけて労働生産性が高く
なっている。 

• 2010年と2015年を比較すると、第2次産業、第3次産業の労働生産性が伸びて
いる。 

• 全産業の労働生産性は、熊本県よりも大きな伸びを示すとともに、第2次産業の
労働生産性は2015年に熊本県平均を上回っている。 
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熊本県平均
との差が縮小 

施策の集中投下による設備投資等 
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1.46 

1.61 

1.68 

1.60 

0.50 1.00 1.50 2.00

2010

2015

夜間人口1人当たり雇用者所得（百万円/人） 

水俣市 

熊本県 

戦略実施の効果【マクロ経済】 

①夜間人口１人当たり雇用者所得 ②夜間人口１人当たりその他所得 
③夜間人口１人当たり所得 

（＝雇用者所得＋その他所得） 

注１）雇用者所得は、地域内の生産活動によって生み出された付加価値のうち、労働を提供した雇用者への分配額である。 

注２）その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、財産所得、企業所得、財政移転（交付税、補助金等）等が含まれる。 

• 水俣市の夜間人口１人当たりの所得は2010年より2015年の方が高い。 

• 2015年の雇用者所得とその他所得を比較すると、雇用者所得よりもその他所得の方
が高く、夜間人口１人当たり所得の高さに繋がっている。 

• 一人あたり所得は、熊本県よりも大きな伸びを示すとともに、2015年は熊本県平均を
上回る。 
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１人当たり所得で 
熊本平均を上回った 



(参考）みなまた環境まちづくり戦略 

3

水俣市 第５次総合計画

環境基本計画・環境モデル都市行動計画

都市計画マスタープラン

各種エネルギー会
社設立

再
エ
ネ
1
0
0
％
地
域

エネルギーマップ

ゼロカーボン産業団
地事業

電機を上手に使う
プロジェクト

省エネ診断

企業の低炭素
化投資

再生可能エネル
ギー事業の発掘

スマート
コミュニティ

各種基準
づくり・認定

グリーン・コンシュー
マーの育成

地産地消
の推進

環境にやさしい農
の推進

環境格付融資

環境定期預金
環境市民ファンド

起業応援制度

データベース・産
業連関表

新たな教育・研究機関構想

水俣名産品
の育成・PR

地域の特産品等を
活かしたイベント・

茶のみ場

医療機関・商店街・公共交通機
関の連携による地域活性化

地域で連携し
た空き店舗・
空き家対策

新
駅

デ
ザ
イ
ン
列
車

コミュニティ・バス
の拡充

オンデマンド交通

温泉街
の整備

観光商品の
作成・販売

商店街・温
泉街の雰囲
気づくり

歩いて楽し
いまちづくり

公共調達の環境配慮

企業誘致

環境産業
の育成

セーフティ
ネットの充実

企業マッチング

コミュニティ・ビジネ
スの支援・掘り起し

多世代コミュ
ニティ拠点等

商
店
街
活
性
化

農林水産業
の振興

連携

注：みなまた環境大学、水俣環境塾等との連携が必要

心豊かな公
共空間

水俣駅
改修

「環境付加価値戦略」 「つながり・感幸戦略」

土地利用と
交通の連携

エコハウス

環境ブ
ランド化

計画間連携

出所：「平成23年度水俣市環境まちづくり概要報告書」（平成24年3月水俣市、環境省補助事業） 
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環境 コミュニティ 



水道局 
水源地に１００ＫＷの太陽光発電を導入 

送水ポンプなどの電気に活用（月約４０万円相当の電気料を削減） 
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市役所 
冷暖房にヒートポンプを導入（年間約２００万円の重油代を削減） 
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水俣市立総合医療センター 
太陽光発電を導入（月約１３万円相当の電気料を削減） 
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「環境首都みなまた」の取り組み 
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